
令和３年度 区役所・相談支援室の
取組みについて
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大阪市在宅医療・介護連携推進会議資料
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在宅医療・介護連携推進事業大阪市の取組み体制
～ 「PDCAサイクルに沿った取組項目」 ～

区役所
を中心に事業実施

相談支援室
を中心に事業実施
（地区医師会等に委託）

（イ）在宅医療・介護連携の課題の
抽出と対応策の検討

（キ）地域住民への普及啓発

（カ）医療・介護関係者の研修

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の
提供体制の構築推進

（エ）医療・介護関係者の情報共有の
支援

（オ）在宅医療・介護連携に関する
相談支援

（ア）地域の医療・介護の資源の把握

・在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携
・総合事業など他の地域支援事業との連携 等

連 携

健康局
を中心に検討

を繰り返しながら

計
画

実
行

評
価

改
善
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在宅医療・介護連携推進事業～大阪市の取組み～



Ⅰ．区役所の取組み
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５ 在宅医療・介護の必要量（需要）や資源量（供給）の将来推計

４ 地域の医療・介護関係者や住民への医療・介護資源の情報共有

３ 医療・介護資源の情報について今年度に更新

２ 在宅医療・介護の必要量（需要）や資源量（供給）の現状把握

１ 地域で把握可能な既存情報の整理

実施済 Ｒ４年度に実施予定 未実施

（ア）地域の医療・介護の資源の把握

（区） ３

令和２年度
実施済
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その他：5区で10機関が参画。
地域リハビリテーション事業所連絡会、通所介護事業者連絡会、地域自立支援協議会、地域振興会、老人クラブ連合会、
地域福祉活動サポーター等

各区在宅医療・介護連携推進会議 医療介護関係者の参加状況（部会等除く）

医
療

介
護
・
福
祉
等

令和２年度実績
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（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その１
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その他

民生委員

社会福祉協議会

介護施設等代表

訪問介護事業者連絡会

介護支援専門員(ケアマネ)連絡会

地域包括支援センター

在宅医療・介護連携支援コーディネーター

訪問看護ステーション

区内の病院（医師・看護師・MSW等）

薬剤師会

歯科医師会

医師会



事業の進捗や課題について協議した回数 オンラインを活用した会議の開催状況

５

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その２

１回

6区

２回

5区

３回

2区

４回

1区

５回以上

3区

０回

7区

【オンラインを活用した会議】
・実施済 令和２年度：８区 → 令和３年度：９区
・翌年度に開催を予定 令和２年度：７区 → 令和３年度：９区
・開催していない理由･･･議事の円滑な進行、集中した議論には、短時間でも参集型にする

必要がある等

増加傾向

実施済

9区

Ｒ４年度実施予定

9区

未実施

6区



６（区）

推進会議（ワーキング含む）で検討した内容
令和２年度
検討済
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（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その３
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10. 在宅医療・介護連携推進事業の進捗管理

9. 地域における在宅医療・介護連携の取組の評価

8. 地域における在宅医療・介護連携に関する目標の設定

7. 地域住民の普及啓発

6. 医療・介護の関係者やその連携担当者の顔の見える関係づくり

5. 医療・介護のネットワークづくり

4. 切れ目のない在宅医療・介護連携の提供体制の構築

3. 情報共有のルールの策定

2. 在宅医療・介護連携の取組の現状

1. 地域の医療・介護にかかわる資源の充足状況

検討した 検討していない



７

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その４
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6.評価方法の策定・評価の実施

5.事業計画（対応策）の立案

4.目標の策定

3.課題の抽出

2.現状の把握・分析

1.めざすべき姿の設定

R３年度実施 R４年度実施予定 未実施 （区）

PDCAサイクルでの事業の進め方 令和２年度
実施済
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１．
めざすべき姿
の設定

・高齢者やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる
地域包括ケアシステムが構築される

・医療と介護の両方を必要とする状態になっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最期まで続けることができる

・切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築を目標とし、区の地
域包括ケアシステムの推進事業を通じ、誰もが健やかに自分らしく安心し
て暮らし続けられる区を目指す

８

３．
課題の抽出

＃１ 医療・介護の専門職間の顔の見える関係づくり

＃２ 多職種間の相互理解や情報共有

＃３ 専門職のスキル向上への支援

＃４ 区民への在宅医療の啓発

＃５ 意思決定支援・人生会議（ACP）の普及啓発

＃６ コロナ禍での参集型の研修や講演会の開催

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 その５

【具体例】



５．
対応策の
立案

＃１，２，３

・多職種連携研修会・交流会、関係者会議での顔の見える関係づくり

・グループワークをとおして、それぞれの職種の役割などの相互理解を図る

・それぞれの事業者が持つ強み等について情報提供しあう機会を作る
（病院の役割を知るために、介護支援専門員を対象に病院ツアーを開催
するなど）

＃４

・区の広報紙・ホームページ、チラシ、回覧板等を活用し、区民への広報周
知の促進

・区民向けの講演会

・町会などの単位で行われている地域での講座で区民へ啓発

＃５

・エンディングノート等を活用した普及啓発

・医療介護関係者向けの啓発（研修会やグループワーク）

・情報共有ツール・連携シートの利用促進

・区民向けの講演会

＃６

・WEB（リモート）の活用、YouTube等の活用

・ワクチン接種会場での啓発、町会など地域での講座で区民へ啓発 ９



（カ）医療・介護関係者の研修

研修会の実施回数

10

オンラインを活用した研修会の開催

１回

5区

２回

3区

３回

1区

４回

3区

8回

1区

０回

11区

実施済

10区

Ｒ４年度実施予定

7区

未実施

7区

オンラインの活用 ：令和２年度：７区 → 令和３年度：10区



主な研修テーマ

ＡＣＰ

・パーキンソン病におけるACPを踏まえた多職種連携について

・認知機能が低下した方のACPと在宅ケアのあり方について

・終末期の身体的精神的変化と本人及び家族の覚悟について

認知症
・認知症支援のための事例検討

・認知症の治療について

新型コロナ
ウイルス感染症

関連

・コロナ禍での在宅ケア、感染症について考えよう

・新型コロナウイルス感染症の基礎知識と訪問時の留意点

・在宅療養者への支援方法について考える

・介護従事者におけるコロナ感染予防について

その他

・ウイズコロナにおける地域包括ケアシステムの推進

・介護現場での医療的な気づきのために これって医療者に伝えるべき？
～循環器編～

・健口リハビリ

・多剤併用問題

・精神疾患のケア

11

ＡＣＰ：９区、認知症：３区、新型コロナウイルス感染症関連：８区



（キ）地域住民への普及啓発 その１
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6 実施した普及啓発（情報提供）の内容や効果の評価

5 普及啓発（情報提供）のうち、認知症に関する取組みの情報提供

の実施

4 普及啓発（情報提供）のうち、看取りやＡＣＰ等終末期ケアに関す

る取組みの情報提供の実施

3 普及啓発（情報提供）の実施

2 普及啓発の対象者および普及啓発に使用する方法を選定する

１ 地域へ向けて何を普及啓発するのか確認する

実施している 実施していない

令和２年度
実施済

20

20

19

15

8

9



（キ）地域住民への普及啓発 その２

13 

ポスター・リーフレット 13区



広報紙・ホームページ 14区

14 



講演会など

介護予防教室（なにわ元気塾）などを活用し実施

15 

【区民講演会での啓発】

【地域の集会所などでの啓発】

〇終末期・人生会議について
〇認知症・在宅医療シンポジウム
〇健康サポート薬局とかかりつけ薬剤師

〇認知症とACPについて
〇 ACPをご存知ですか
〇在宅医療介護連携と新型コロナウイルス感染症の予防について

４区

３区



Ⅱ．相談支援室の取組み

16 
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R２年度
実施済

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進
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4. 訪問診療・往診を提供する医療機関と訪問看護ステーションとの

連携体制の構築に向けた取組

3. 在宅療養中の患者・利用者の急変時における診療医療機関や

後方病床の確保に向けた取組

2. 主治医・副主治医制の導入・推進に向けた取組

1. 区民が必要とする切れ目のない在宅医療・介護のサービス提供

体制のニーズ、あり方の検討

実施済 Ｒ４年度に実施予定 未実施 （区）



課題 取組み例

かかりつけ医がいない人が高齢者にも多い ・かかりつけ医の必要性について、チラシの配布や講演など啓発を実施

コロナ禍で外出を控える高齢者が増加し、フ
レイルが進んでいる（特にオーラルフレイル）

・多職種研修会にて啓発

住民間のつながりが希薄（タワーマンション
の増加、転出入が多く、町会など地域の活
動に参加していない高齢者も多い）

・区役所（保健福祉センター）、社会福祉協議会等と連携し、地域
住民と専門職とのつながりをつくる場の開催

医療・介護関係者の相互理解 ・それぞれの役割を知るグループワーク（事例検討を含む）

地域支援事業（４事業）の連携の強化 ・４事業連絡会、地域ケア会議等を活用した連携

複合的な課題を有するケースの増加 ・つながる場との連携

入退院支援

【場面ごとの対応策】

18 

課題 取組み例

ICTツールを活用した面会や退院時カンファ
レンスの開催が増加してきているが、従前の
ような連携ができていないケースがまだまだ多
い

・情報共有シートの見直し
例）本人・家族の思い、希望欄を拡大し、退院支援に活かせる情報
へ変更、チェックボックスやプルダウン選択など記入側の時間を短縮する
工夫等

カンファレンスに在宅医（開業医）の参加
が困難な場合が少なくない

・医師会より開業医へカンファレンスの参加を呼び掛けてもらう
・在宅医（開業医）が参加できる時間帯にカンファレンスを開催して
もらうように病院側へ働きかける

日常生活療養（緊急時含む）



看取り

19 

課題 取組み例

ACPの普及啓発が進んでいないため、
医療・介護関係者、区民への普及啓発が
必要

・「人生会議の日」に合わせて広報を掲載、チラシの配布など
・区役所（保健福祉センター）保健師と共に、地域の集会所などで
の啓発

ACPを実践する医療・介護関係者が少ない ・専門職向けの研修会の開催

訪問診療やターミナル期の対応ができる医
療・介護関係者が増えない。

・看取りに関して、介護支援専門員、訪問看護師を対象にアンケート
を実施
・入退院支援に関するアンケートを実施し、看取りに関する状況を医
療・介護関係者で共有し、在宅での終末期支援の研修会を開催
・専門職間のグループワークや各サービス部会等でターミナル期の支援
について話し合う機会を設ける

ターミナル期の経験がある居宅介護支援事
業所が少なく、担当者に偏りがある

在宅医（開業医）と訪問看護との連携の
強化

・在宅医と訪問看護が顔を合わせる機会を作る（例：訪問看護連
絡会を医師会の研修室で開催、新規開業の医師を訪問看護連絡
会で紹介など）
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5. ４で導入した情報共有ツールの活用状況や効果についての評価

や改善

4. 情報共有ツールの導入や利用促進

3. 地域で充実又は作成するべき情報共有ツールの検討

2. 現在使用されている情報共有ツールやその活用状況の確認

1. 医療・介護関係者間で共有すべき情報や情報共有のニーズ、共

有方法についての検討

実施済 Ｒ４年度に実施予定 未実施

（エ） 医療・介護関係者の情報共有の支援

20（区）
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令和２年度
実施済
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⑬ その他

⑫ 区民

⑪ 区役所・保健福祉センター

⑩ 他区在宅医療・介護連携相談支援コーディネーター

⑨ 認知症初期集中支援チーム

⑧ ⑥⑦以外の介護関係事業所

⑦ 地域包括支援センター

⑥ 介護支援専門員

⑤ 訪問看護

④ 病院（地域連携相談室）

③ 薬局・薬剤師

② 歯科

① 医科

R元年度 R2年度 R3年度

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

個別ケース相談（相談者別内訳） 相談件数 2,028件

病院（地域医療連携室）、介護支援専門員、地域包括支援センターからの相談が多い

【その他】
・基幹型障がい者相談センター
・基幹型以外の障がい者支援事業所
・自立支援相談窓口
・見守り相談室
・他市の在宅医療・介護連携相談支援室等

21

【相談件数】
R元年度：2,532件
R２年度：2,168件



個別ケース相談（相談内容別内訳：複数回答）

【医療に関すること（内訳）】 【介護に関すること（内訳）】
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医療の手続きに関すること

訪問看護に関すること

薬局・薬剤師に関すること

歯科に関すること

病院（入院・転院先等）に関すること

訪問診療できる医療機関に関すること

診療所・医師に関すること
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その他
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介護事業所等に
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ケアマネに関する

こと

地域包括支援セ

ンターに関すること
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看取りに関すること

退院支援に関すること

介護に関すること

医療に関すること

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度



会議・研修会等への参加

R元年度 R２年度 R３年度

会議出席回数 2,120 579 1,896

内
訳

市・区の会議、研修会 727 186 615

関係機関との会議、研修会 1,393 393 1,162

（再掲） 地域ケア会議 144 42 130

23 


